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１．はじめに

　医療情報データベースの一つである「MID-NET」（Medical Information Database NETwork）につ

いては，ビックデータの活用による医薬品等の安全対策の高度化の推進を目的として，PMDAが医薬

品医療機器総合機構法に基づく業務の一環として管理・運営を実施してまいりました。MID-NETは，

全国10拠点の協力医療機関と連携し，530万人を超える規模の医療情報（電子カルテデータ，レセプトデー

タなど）を収集・解析することが可能であり，行政・製薬企業・アカデミアによる利活用が行われ，安

全対策措置を検討する上で利活用結果が活用されています。本稿では，本格運用の開始（平成30年４月

１日）から３年が経過したMID-NETのこれまでの取組や今後の展開について，ご紹介します（図１）。

図１　MID-NETの概要
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２．MID-NET構築の経緯

　医薬品の安全対策は，医薬品の使用実態や副作用の発現状況などの情報を収集・評価し，適切な措置

を講じることを基本としており，これまでは，製薬企業や医療機関からの副作用報告や使用成績調査が

情報収集の主流となっておりました。これらの手法によって得られた情報には，

①医薬品の使用者数（母数）が不明なため副作用の発現頻度を評価できない，

②他剤と副作用の発現頻度を比較できない，

③もともとの疾患による症状と副作用の区別が難しい，といった課題がありました（図２）。

　このような背景をもとに，平成22年に，「薬害再発防止のための医薬品行政等の見直しについて（最

終提言）」と，それを受けて検討された「電子化された医療情報データベースの活用による医薬品等の

安全・安心に関する提言（日本のセンチネル・プロジェクト）」において，これまでの副作用等の自発

報告や使用成績調査を中心とした従来の安全対策の限界を補う，大規模な医療情報データベースを活用

した安全対策の推進が必要であるとされました。

　以上を踏まえ，わが国では，行政や製薬企業が医療情報データベースを医薬品の安全対策に活用でき

るよう，平成23年度よりMID-NETの構築を開始し，平成30年４月より本格運用を開始しました。

図２　MID-NETによる医薬品安全対策の高度化

３．MID-NETの仕組みと特徴

　では，MID-NETではどのように医療情報を活用しているか，まずは，MID-NETの具体的な仕組み

についてご説明します。MID-NETでは，協力医療機関10拠点（７病院，３病院グループ）にデータベー

スを設置し，その医療機関におけるレセプト，DPC，電子カルテ，検査値のデータを収集・蓄積して

います。協力医療機関のデータベースとPMDAに設置されたデータセンターがネットワークで接続さ
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れており，データベースから抽出された分析に必要なデータが各拠点からデータセンターに集約され，

統計解析ができる仕組みとなっています。

　従来より構築されているデータベースである，匿名レセプト情報・匿名特定健診等情報が格納されて

いる匿名レセプト情報・匿名特定健診等情報データベース（NDB），副作用が疑われる症例報告に関す

る情報が格納されているJADER（医薬品副作用データベース）と比較して，MID-NETの大きな特徴と

いえるのが，複数種別の検査値データが利用可能であることです。レセプト情報で収集可能な診断名や

処方情報に加え，300項目以上の検体検査情報が利用可能であり，検査値データを解析することで，検

査値の変動による副作用を直接検出できるほか，数の情報を組み合わせることで，より多様な副作用を

評価することが可能です。

　また，MID-NETを活用することにより，以下のような検証が可能となります（図２）。

　① これまで自発的な副作用報告のみでは算出できなかった副作用の発現割合が算出でき，同種同効薬

をはじめとする多剤との副作用発現割合の比較が可能。

　② ある症状の発生が医薬品の副作用によるものか，原疾患によるものか，医薬品の使用患者の症状の

発生割合を比較することで検証を行うことが可能。

　③ ある医薬品の安全対策措置を実施したことにより，その措置の前後で副作用の頻度が変化したか，

検証を行うことが可能。

４．これまでの実績

　平成30年４月から令和２年12月末までに，PMDAが実施する調査（以下「行政利活用」という。）と

して87調査，企業利活用（製造販売後調査）として４品目，その他企業・アカデミアの利活用として３

調査について，利活用が承認されています。行政利活用については，行政自らがMID-NETを用いた薬

剤疫学調査を行うことで，上述した副作用発現割合の比較検証等，医薬品の安全対策を高度化すること

を目指して実施していますが，行政利活用を通じて，安全対策におけるデータベース利用のスキームを

明確化するとともに実績を創出することで，製薬企業やアカデミアにおけるMID-NETをはじめとした

医療情報データベースの活用を推進することにも繋がるものと考えています。

　行政利活用による調査結果については，添付文書改訂等の安全対策措置に活用されています。これま

での行政利活用について，公表されている３件の概要をご紹介いたします。

（１）ワルファリン服用患者におけるＣ型肝炎治療薬による血液凝固能への影響に関する調査

　Ｃ型慢性肝炎又は肝硬変に対する直接型抗ウイルス薬（以下「C型肝炎直接型治療薬」という。）※１

については，投与開始後，血液凝固能や肝機能の変動の可能性があることから，ワルファリン等のビタ

ミンK拮抗薬を服用中の患者に対する注意喚起が海外添付文書においてなされておりました。そのため，

ワルファリン服用患者におけるC型肝炎直接型治療薬の影響を検討するに当たって，MID-NETを用い

た調査が行われました。

　調査の結果，統計的な検討を実施するに足る十分な症例数は得られなかったものの，本調査の結果も

参考とされ，添付文書の「重要な基本的注意」の項に，使用中の併用薬（ワルファリン等）の用量調節

が必要になる可能性がある旨，当該薬剤を使用している患者に投与を開始する場合の注意喚起を追記す

る改訂指示を発出しました。
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※１　ダクラタスビル塩酸塩，アスナプレビル，オムビタスビル水和物・パリタプレビル水和物・リトナビル，ソホス

ブビル，レジパスビル アセトン付加物・ソホスブビル，エルバスビル，グラゾプレビル水和物，ダクラタスビル塩酸塩・

アスナプレビル・ベクラブビル塩酸塩，グレカプレビル水和物・ピブレンタスビル，テラプレビル，バニプレビル，シ

メプレビルナトリウム

（２）G-CSF製剤と血小板減少との関連に関する薬剤疫学調査

　G-CSF製剤については，PMDAにおいて投与後の血小板減少に関連した症例報告が複数蓄積しており

ました。本剤は，がん化学療法時に投与されることから，血小板減少は抗悪性腫瘍薬による影響である

ことも考えられます。しかし，個別症例報告に基づく情報のみでは本剤と血小板減少の関連を評価する

ことは困難であることから，MID-NETを用いた調査が行われました。

　調査の結果，ペグフィルグラスチムについては，以下の３点が示されたことから，本調査結果も踏ま

え，添付文書の「その他の注意」の項に「国内の医療情報データベースを用いた疫学調査において，本

剤の投与後に血小板減少のリスクが増加したとの報告がある」旨を追記する改訂指示を発出しました。

　① 血小板数減少の２日前から７日前にペグフィルグラスチムの処方がある場合，G-CSF製剤の処方が

ない場合と比べて血小板減少（血小板数５万/mm3未満）の相対リスク（調整オッズ比）が統計的

に有意に増加したこと。また，８日前から14日前にペグフィルグラスチムの処方がある場合も血小

板減少の相対リスクが上昇傾向であったこと。

　② 抗悪性腫瘍薬の長期使用により生じる可能性がある造血障害の影響を排除するため，初回の抗悪性

腫瘍薬の処方から12週間及び16週間に観察期間を限定して解析した場合においても，①と同様の傾

向が認められたこと。

　③ 血小板数減少の基準を血小板数2.5万/mm3未満（CTCAE v4.0 Grade4）に変更した場合であっても

①と同様の傾向が認められたこと。

（３）C型肝炎直接型抗ウイルス薬処方患者における腎機能検査値異常発現の定量的評価

　Ｃ型肝炎直接型抗ウイルス薬※２については，平成23年11月以降，複数の医薬品が上市されていますが，

腎機能障害に関する有害事象の注意喚起について，添付文書の「重大な副作用」の項に記載されている

医薬品がある一方で，「その他の副作用」の項にも記載されていない医薬品がある等，差異が認められ

ておりました。これまで，C型肝炎直接型抗ウイルス薬については，クラス全体を対象とした腎機能へ

の影響評価は実施されていなかったため，クラスエフェクトとして腎機能に影響を及ぼすのか，有効成

分ごとに腎機能への影響の程度が異なるのか，MID-NETを用いた調査が行われました。

　C型肝炎直接型抗ウイルス薬が処方された期間において，治療パターン別に腎機能検査値異常を調査

したところ，腎機能障害リスクは各薬剤で異なる可能性が示唆されました。また，対照群と比較して腎

機能検査値異常リスクの上昇が認められた治療パターンについてはすでに安全対策措置が講じられてお

り，添付文書における注意喚起がなされていることが確認されました。

※２　テラプレビル，シメプレビルナトリウム，アスナプレビル，ダクラタスビル塩酸塩，バニプレビル，ソホスブビル，

グラゾプレビル水和物，エルバスビル，レジパスビル アセトン付加物・ソホスブビル，オムビタスビル水和物・パリ

タプレビル水和物・リトナビル，ダクラタスビル塩酸塩・アスナプレビル・ベクラブビル塩酸塩
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５．今後の展開

　このように行政利活用として，医薬品の安全対策を検討するツールとしてMID-NETが活用されてき

ていますが，MID-NETの更なる活用に向けて，PMDAにおいて次に掲げる３点を柱として改善を継続

して実施しております。

（１）将来像の明確化：データ規模拡大のためのロードマップ策定と要件の検討

（２）利便性の向上：MID-NETの利活用に関するガイドラインの改定をはじめとした制度面の改善

（３）行政利活用の活性化：安全対策におけるデータベース利用スキームの明確化と実績創出

　この中でも，医薬品の安全対策に直結する取組である，（３）行政利活用の活性化についてご説明い

たします。現在実施している行政利活用では，「４．これまでの実績」でご紹介したように，文献報告

や症例報告など一定の安全性情報が集積されている医薬品について，調査テーマを明確化した上で安全

対策措置の主たる根拠となりうる調査や追加の安全対策措置の根拠となりうる調査を重点的に行ってお

りました。今後は，早期安全性シグナルモニタリングとして，文献報告や症例報告などの安全性情報が

集積される前の段階から定型的な解析を実施することで，MID-NETの特徴である検査値データを有効

的に活用していく予定です。具体的には，①先駆的医薬品指定制度及び条件付き承認制度の対象品目，

②副作用報告等により何らかの安全性に関するシグナルが認められている品目について，肝機能検査値

や腎機能検査値の異常値の発現率を対照群と比較することにより，より早期に，迅速かつ効率的に安全

性に関する情報を蓄積し，文献情報や症例報告などに加えMID-NETから得られる情報を活用すること

で，安全対策の高度化・迅速化を目指していきます（図３）。

　これらの取組により，安全対策におけるMID-NETの利用スキームを明確化し，実績を蓄積すること

で，医薬品の安全対策の高度化を推進するとともに，製薬企業・アカデミアによるMID-NETの活用が

促進されることが期待されます。

図３　行政利活用の活性化
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６．おわりに

　MID-NETを活用することで，副作用の発現頻度や医薬品の使用実態を，迅速かつ能動的に収集・評

価することが可能となり，医薬品の安全対策の高度化が進むものと期待されます。MID-NETは利用す

る機会があまりないかもしれませんが，昨今，レセプトデータや電子カルテデータなどのリアルワール

ドデータの活用が期待されており，今後はより一層，MID-NET等の医療情報データベースを活用した

安全対策が講じられることが予想されます。MID-NET等を活用した安全対策についてご理解をいただ

くとともに，医薬品の安全対策に引き続きご協力をお願いいたします。

【参考】

・PMDAホームページ　MID-NET（Medical Information Database Network）

　https://www.pmda.go.jp/safety/mid-net/0001.html

・PMDAが実施している調査

　https://www.pmda.go.jp/safety/surveillance-analysis/0045.html


